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市民が主役のまちづくりを ２０１１年初夏号

ＮＯ.２６
［編集・発行］市民ネット

長野市議会議員・布目裕喜雄

新年度予算、１,５４７億６千万円の特徴と課題
３月議会は１，５４７億６千万円の新年度一般会計予算案を可決しました。１月の臨時議会で成立した

１２億６千万円の補正予算と合わせ、１，５６０億２千万円の事業規模を確保し、景気対策・地域活性化

のため切れ目のない予算としています。新年度予算案の特徴と課題、３月議会のトピックスをまとめまし

た。【図表は信濃毎日新聞より】

■優先３施策に１３４億５千万円
子育ち・子育て支援、エネルギーの適正利用、公共交通機関の整備を優先施策と位置づけ、予算総額

の８．７％を充当。［額は１０万以下切り捨てで表示］

➊子育ち・子育て支援

…１２４億３,４００万円
◆放課後の子供の安全・安心の居場所を確保しよ

うとする放課後子どもプランの推進で、学校内施設

（子どもプラザ）を３４校区から４４校区に拡大［５億８,

０００万円］◆公立子育て支援センター６カ所と保育

家庭支援課に看護師を新たに配置。子育てに関

する相談の充実を図る。［８,１００万円］◆妊婦健診

１４回分の公費負担を継続し、検査項目を追加［３

億８,１００万円］◆不妊治療助成を拡充。１年度あ

たり２回まで、１回あたり１５万円を限度に助成。初

年度に限り２回から３回に拡大［５,７００万円］◆国

施策の子ども手当の支給。当初予算では中学修

了まで支給される子ども手当について３歳未満は２

万円、３歳以上は１万３千円で予算化。その後、国

の見直しで現行制度を９月まで継続することになっ

たため、総額は減少に。子育ち・子育て支援総額

の３分の２を占めることに。［８５億４,２００万円］◆小

学生３年生までの乳幼児等医療費給付金（福祉医

療費）を継続［１９億８,６００万円］

➋エネルギーの適正利用

…３億５,４００万円
◆省エネ照明機器（ＬＥＤ等）への建て替えや改修

に補助金。地球温暖化対策の一環で商店街の街

路灯を対象とするもの。［８,６００万円］◆太陽光発

電システムの設置に補助。一般家庭や店舗や事

務所など事業者も

対象にして継続。

補助単価を切り下

げて（出力４kw 以

下は１kw 当たり３

万 円 から ２万 円

に）、普及件数の

拡大にウェイト、１

２００件を見込む。

浅川支所・公民館、

更北公民館、象

山保育園など公

共施設への太陽

光発電装置を設

置［６,５００万円］

◆奥 裾 花 観 光 セ

ンター等に小水力

発 電で電力供給

へ。無電化地域に

ある同施設はディ

ーゼル発電を行っているが、自然エネルギーの有

効利用を図るため、小水力発電システムに移行さ

せる。今年は実施設計段階。［１,３００万円］◆日帰

り入浴施設にリニューアルした保科温泉で、化石燃

料からバイオマス燃料への転換を図るため、木質

バイオマスボイラーを新たに導入。［３,９００万円］

➌公共交通機関の整備

…６億５,６００万円
◆生活バス交通の活性化に向け、ＩＣカード乗車

券の導入、地域循環バスの実証実験、電動バスの

実証実験等を計画。［３億１,３００万円］◆長野電鉄

の鉄軌道近代化設備の整備に補助金。国や沿線

自治体との協調補助で総額１億９千万円、市負担

は一部。［５４０万円］◆合併地区の市バスの運行、

廃止代替バスへの補助、交通空白地域における

乗り合いタクシーの運行や地域循環コミュニティバ

スへの運行補助などを継続。［２億２,３００万円］
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■大規模プロジェクト７事業に優先財源配分、１２０億７千万円

第一庁舎・市民会館建て替えに２億円、学校の耐震化に８０億円
➊市役所第一庁舎建設事業で基本設計やオフィ

ス構築、現市民会館解体工事等に８,５００万円➋

長野市民会館建設事業で基本設計や解体工事等

に１億３,０００万円➌斎場新設事業に２億９,７００万

円➍ごみ処理施設広域負担金、広域連合で取り

組むごみ処理施設の建て替えに向けた費用で４,２

００万円➎長野駅善光寺口駅前広場整備事業に５

億２００万円➏長野駅周辺第二土地区画整理事業

に２９億９,９００万円➐小中学校の耐震化事業に８

０億１,１００万円。Ｈ２２年度に比べ、４７億９３００万

円、６５．９％の増となります。

■注目の新規・拡大事業
◆３２の住民自治協議会の事務

局人件費を１００万円から１９０

万円に増額、事務局のフルタイ

ム勤務を促すもの。世帯数に応

じ交付金が加算されることに。地

域いきいき運営交付金は総額で

２億８,９００万円。◆東条・大岡・

加茂保育園の耐震診断・耐震

改修に１億５,０００万円◆ひとり

親家庭の高校生への通学費援

護金、父子家庭にも支給へ◆

市の社協に設置する「成年後見

支援センター」に社会福祉士を

常勤に。専門的かつ継続的な

相談体制の確保が狙い。◆子

宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、

小児用肺炎球菌ワクチンの接種

費用を全額公費負担で実施へ。

７億５００万円。子宮頸がんワク

チンは供給不足で実施先送りに。

ヒブワクチン等は死亡事故が発

生し、当面見送りに。◆大腸が

ん検診に無料クーポン券を導入。

４０歳から６０歳までの５歳刻みの

市民を対象。１,５００万円。◆市

民病院に、子宮頸がんの放射

線治療装置「ラルス」を導入する

とともに手術室を７室から１室増

設、がん診療、救急医療の充実

を図る。３億９,４００万円。◆消防

救急無線のデジタル化に向け

基本設計に。４,３００万円。◆旧

まちづくり交付金を活用し、長野

駅コンコースで市民街角コンサ

ートを実施へ。７月から１２月の

特定土曜日で年６回計画。１３７

万円。◆篠ノ井イヤー・信州新

町イヤーイベントに４,５００万円。

篠ノ井地区は２,２００万、信州新

町地区は１,７００万円。◆長野市

の魅力を全国に発信し、対外的

な認知度や都市イメージの向上

を図るための「シティプロモーシ

ョン推進事業」に着手。６５０万

円。◆新規就農者支援事業に

着手。３年間のモデル事業で今

年は９２５万円。◆雇用創出企

業立地支援事業助成金で、人

数要件を緩和。雇用拡大を支援

する制度だが、事業所等を新設、

移設または増設した場合で、３

年以内に市内から新たに一定

人数以上の常勤雇用者を採用

する企業に対する助成金。中小

企業では１５人以上を１０人以上

に、中小企業以外では３０人以

上を２０人以上に緩和する。１人

当たり１０万円を助成。◆セント

ラル・スクゥエア内に長野五輪の

メモリアル・ポケットパークを整備。

２,８００万円。

■新たな借金は１７１億５,０００万円、市債残高は１,４０６億円見込む
小中学校の耐震化をはじめと

する大規模プロジェクト事業の

本格化に伴い、新たな借金は前

年度予算比で１５億円増の１７１

億５,０００万円。元金償還金（借

金の返済）は１８１億円を予定し、

年度末での市債残高は一般会

計で１,４０６億円に。しかし、企

業会計分の市債残高は１６６０億

円あり、合計では３,０７０億円に

上ります。

子どもからお年寄りまで市民１

人当たり７９万３千円の借金を

背負っている格好です。

市債残高１,４０６億円のうち６

５．８％の９２５億円は償還時に

地方交付税措置されるものの、

税金の使い道、要チェックです。

■貯金である基金から２６億円を取り崩し
貯金にあたる基金残高はＨ２２

年度末で３６０億円を見込んで

いますが、Ｈ２３年度は財政調整

基金から１６億円、減債基金から

５億円、土地開発基金から５億

円、計２６億円の基金を取り崩す

予定。

一方、新たな積立として合併

特例債を活用した地域振興基

金に１０億円、過疎債を活用した

過疎地域自立促進基金に２億

円を予定。Ｈ２３年度末の基金

残高は３４３億円を見込みます。

健全財政を厳しく監視してい

きます。
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３月議会の

トピックス
本会議や委員会の審議よ

り、重要と思われる事柄

をトピックス風に報告。

定住自立圏構想を検討

定住自立圏構想とは、人口５

万人規模以上の中心市と周辺

市町村がそれぞれ協定を結び、

政策ごとに連携し、圏域の人口

流出を防ぐことを目的とします。

県内では飯田市と下伊那郡１

３町村がＨ２１年に協定を締結。

上田市では２月に中心市を宣言。

市長は「広域連合と比べ、政策

課題ごとに１対１で協定を結ぶた

め機動性を持って柔軟に対応で

きる」とし「どんな効果があるか、

想定課題を洗い出し検討する」

としました。須坂市・千曲市の担

当課長レベルで検討を始めてい

ます。

長野市を中心市とする定住自

立圏のカギは安心して永住でき

ること、医療圏と公共交通のネッ

トワークにあると考えます。北信

エリアでの医療機関の連携と受

診の足を支える公共交通ネット

ワークづくりを追求したいと思い

ます。

権堂再生計画…Ｂ－１地

区含め、６月に素々案

権堂東街区への長野市民会

館建設方針を転換したことに伴

い、市では地域住民やまちづく

り団体代表らで構成される「市権

堂地区再生計画検討委員会」を

立ち上げ、権堂地区全体の再

生計画づくりを進めています。全

体の再生計画の検討と連動して

東街区の再開発事業を具体化

させる方向性も明らかに。３月下

旬までにまちづくりの方針や整

備拠点、６月には拠点ごとの方

向性をまとめ、９月を目途に再生

計画を策定するとしています。

市民会館の代わりに整備する

としてきた公益施設（文化交流

施設）について市長は「公益施

設が入るかどうか、仮に入るとす

ればどんな施設が適切か、検討

委員会の動向を見ながら庁内で

検討し、議会とも相談して決めた

い」と述べました。

新年度予算には再開発の関

連事業費として１億１５４０万円が

盛り込まれていますが、事業の

中身はこれから…。建設企業委

員会の委員長報告では「現在の

プロセスでは、権堂地区全体の

将来を見通した十分な再生計

画の策定には性急すぎ、広く市

民の合意が得られるかが懸念さ

れる」と指摘。中心市街地の重

要な一角であるだけに、全市的

な開かれた議論が必要です。

下水道使用料の徴収漏れ

が発覚、現時点で２３７件

市上下水道局は、一般家庭な

ど２３７件分の下水道使用料を

最長で３７年にわたり徴収してい

なかったことを明らかにしました。

原因は料金システムへの入力漏

れや事務引き継ぎのミスなど「人

為的ミス」が主。昨年５月の上田

市などでの徴収漏れを受けて調

査を開始していたもので、市民

および議会への情報開示の決

定的な遅れも問題です。

市側は時効が成立していない

５年分については料金を請求す

る方針。６月までに市南部の県

営水道区域の約３万件について

も調査した上で、徴収漏れの総

額を公表するとしています。

下水道使用料は一般家庭で

月額平均約３,４００円、５年間で

は２１万６千円にも。実際に下水

を使用している対価であることか

ら請求はやむを得ないと考えま

すが、人為的ミスですから、分割

納入など納入負担を軽減する措

置が求められます。再発防止は

言うまでもありません。

本庁舎と支所機能の在り

方、秋までに方向性

市では第一庁舎の建て替えに

合わせ、庁舎全体の配置を見直

し、第２庁舎も必要な改修を行う

方針を示していますが、第一庁

舎の延べ床面積をめぐり、本庁

舎と支所機能の在り方が問われ

てきました。 市は「秋ぐらいに方

向性を出したい」と表明。

都市内分権、住民自治協議

会の活動の進展に伴い、支所

機能の拡充が求められています。

本庁舎と支所の機能役割分担

は本庁舎の面積換算に直結す

るだけに、早期に考えを示しても

らいたいところです。

市長は「都市内分権が目標と

する地域コミュニティの再生は、

市の存続の重要な基盤である」

との認識を改めて示しましたが、

一貫させてもらいたいものです。

新築・住宅リフォーム助成、

新年度上半期に実施へ

助成額は中核市の取り組みを

参考に決めるとのこと。限度額は

１０万円から２０万円。当面、一

般住宅の耐震補強工事にリフォ

ーム助成をセットし優先しながら

進めることになります。

市民会館建設で、東京芸

術大学との連携へ

新市民会館の運営管理にあた

り、芸大から連携の申し出がある

ことが明らかに。「市民会館だけ

でなく市の文化芸術の活性化が

図れるよう前向きに検討したい」

と教育長。かなり唐突な報告との

感は否めないのですが、話は進

んでいます。

包括外部監査の指摘受け、

「合冊入札」方式を導入へ

同じ時期に同じ現場で行われ

る複数の工事について、「合冊

入札方式」で一括発注すべきと

の包括外部監査の指摘を受け、

「実施できるものから順次改善を

図る」とし、「合冊入札方式」導

入を進める考えを示しました。

市ではＨ１６年（２００４年）から、

合冊入札試行基準を定めて対

応してきていますが、外部監査

では「水道局の３,０００万円以上

の工事に限定されていることから、
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多くの工事が随意契約で行われ、

２,６００万円余の経済的損失が

ある」と指摘されていました。

家庭ごみの収集運搬業務

の随意契約、議論に

現在、旧長野市域における家

庭ごみの収集運搬業務委託は、

市内の５社でつくる長野市委託

浄掃事業協同組合と随意契約

されていますが、包括外部監査

から「随意契約とする理由につ

いての検討が不十分」と指摘さ

れました。ただし、監査は「随意

契約を否定しているのではなく、

地方自治法で定める競争原理、

廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律で求める業務の継続性、

安定性遂行の両立が最も望まし

い姿である」とも指摘。

市民生活に直結するごみ収

集には、仕事の継続性と安定性

が強く求められ、市民生活に混

乱を生じさせないことが大事で

す。随意契約については改善の

余地があるとは思いますが、一

般競争入札に耐えられる事業者

が限られているとの現実もありま

す。随意契約にせざるを得ない

現状をもっと明らかにするととも

に、業務委託の透明性を確保す

ることが重要です。

また、包括外部監査は家庭ご

み収集業務について「旧市域の

委託は他地区より人件費が割高

である」として「人件費の統一」も

求めました。旧市域と他地域で

は収集業務の形態が異なってい

ることが要因のようですが、ごみ

収集業務にあたる労働者の賃

金は決して高くないことにもっと

着目すべきで、統一を求めるの

であれば、人件費の水準につい

ても言及すべきでしょう。

いずれにせよ、市全域にわた

るごみ収集業務については、協

同組合による一括委託となるよう

なことも検討すべきではないかと

思います。

３０人規模学級、中学１年

生まで拡大で、対象校８校の

うち、導入は５校

県が実施する中学１年生での

３０人規模学級について、市内

では５校で実施、３校は教員不

足などを理由に少人数集団指

導編成を継続。県の決定がギリ

ギリで、教員配置が間に合わな

いことが大きな理由。県対応に

課題を残すものの、中学校側に

も積極的な対応を望みたいとこ

ろです。

特別養護老人ホーム、待

機者は１,５４０人

内、介護度４及び５は５８３人。

増床は待ったなしだ。Ｈ２３年度

までに７７０床整備されますが、

待機者の解消はできません。一

方、４施設ある養護老人ホーム

は、定員２９０人に対し、１４４人

の入所で欠員状況だそうです。

緊急通報システム有料化

で利用者減に

安否コールなどを取り入れ月

額４００円でスタートしましたが、

旧利用者１,４７５人に対し、継続

利用は８１０人、新規を含めて９９

６人と利用者減に。内訳は６５歳

以上の独居高齢者が９２１人で７

５歳以上の二人世帯が７５人。災

害時要援護者支援台帳に登録

されている８,５６３人の１０．８％

です。やはり有料化は利用拡大

と安心確保に課題を残します。

公契約条例の制定には消

極的姿勢

公契約条例とは、市が発注す

る公共工事などで受注先の労働

者の最低賃金等を確保するため

のもの。市長は、「事業者の裁量。

条例で規制すべきではないと考

えるが、今後、国や他都市の動

向を注視したい」するに止まりま

す。公契約条例は野田市に始ま

り、昨年１２月には政令指定都

市である川崎市でも可決されま

した。県でも「検討会」を立ち上

げ、調査を始めています。

条例制定に向けて積極的に

取り組みたいと思います。

学校耐震化、Ｈ２５年度ま

でに９０％達成の見通し

Ｈ３１年度末までには完了する

見通し。耐震化が必要な４０６棟

の内、Ｈ２３年１月までに３１４棟

が完了、耐震化率は７７．３％。

Ｈ２３年度では８０億円を予算化、

来年度末で耐震化率８２．１％を

見込みます。当初、耐震化率９

０％の目標をＨ２７年としてきまし

たが、２年前倒しＨ２５年度末ま

で達成できる見通しに。

指定管理者の拡大、公民

館、体育館などで住自協が

管理者となる方向で検討

市立公民館に自治協を指定

管理者として制度を導入する考

えはこれまでも示されてきていま

すが、体育館などに拡大する考

えも新たに示されました。指定管

理者制度の功罪というか、光と

影をもっと検証したうえで考える

べき課題だと考えます。自治協

の活動と体力にはまだまだ地区

ごとに開きがあります。活動の底

上げを最優先すべき時で、少な

くとも時期尚早だと考えます。

市民会館建設の住民意向

調査求める請願、否決に

「議会は既に現市民会館を廃

止する条例案を特別多数議決

で可決しており、議会として建て

替えに賛成する意思を示してい

る。整合性が取れない」というの

が否決の理由。私は、市民会館

の廃止条例には賛成しましたが、

今の段階でも住民の意見を聞き

続けることが必要であると考えて

います。住民意向調査は、行政

に、そして議会に足らざる点は

何なのかを示してくれると思うか

らです。市民の声をしっかりと聴

くというスタンスを一貫させるため、

請願を否決した委員長報告に

は反対しました。

編集後記 ◆市政直行便

２５号の補強版。２５号と合

わせてご覧ください◆市民会

館では直接請求運動も◆６

月議会に向けご意見・ご要

望をお願いします。（布）


